
（別紙様式４－１） （県立高等学校・中学校用）

熊本県立上天草高等学校　令和５年度（２０２３年度）学校評価計画表

●学校の魅力化特色化の推進による入学者増加に向けた取組、広報活動の充実化
●「地域との協働による高等学校教育改革推進事業（地域魅力化型）」の深化及び
　「クリエイトハイスクール事業」「総合型コミュニティ・スクール」「スーパーグローカル
   ハイスクール事業」の推進
●新しい時代や生活様式に適切に対応した教育活動の実践

　１　学習指導の充実
　（１）新しい学習指導要領の理念（主体的・対話的な深い学び）を意識した授業実践
　　　（「個別最適な学び」と「協働的な学び」の一体的な充実）
　（２）ＩＣＴの積極的活用（効果的な授業の相互授業参観等の実施）
　（３）自学自習の習慣化及び読書指導（朝読書の充実）等による基礎学力の定着

　２　進路指導の充実
　（１）大学入試改革の動向を見据えた国公立大学等進学希望者への進学資料提供並びに外部講師等による講演会や各種説明会等
　　　 の機会拡充
  （２）雇用環境の激変に対応する就職に関する情報の適切な提供及び企業や公務員等希望者へのガイダンス及び面接指導の充実
　（３）インターンシップ、ボランティア活動等の体験活動への積極的参加

　３　生徒指導の充実
　（１）マナーの徹底（端正な制服着用・頭髪、挨拶の励行、品位ある言葉遣い）
　（２）生徒会活動の活性化（自主・積極的活動の推進）
　（３）部活動の指針を踏まえた部活動の活性化（部活動の奨励、計画的・継続的指導の充実）

　４　健康教育・安全教育の充実
　　　衛生意識向上への取組と感染症対策の徹底

　５　その他
　（１）人権教育の視点に立った特別支援教育の組織的対応の推進
　（２）広報活動の充実（ＨＰ・インスタグラム・メール配信・広報誌等による情報発信の充実）
　（３）地域や中学校との連携の強化（学校説明会、体験入学、部活動交流、総探の取組等の充実）
　（４）体育大会、文化祭、上天草バザール等の学校行事の充実（地域や育友会との連携）

評価基準　Ａ：5.0～4.0　　Ｂ：3.9～3.0　　Ｃ：2.9～2.0　　Ｄ：1.9～1.0

大項目 小　項　目

○授業第一主義
　主体的・対話的な深
　い学びを意識した分
　かる授業の実践
○各部会・学年会・教
　科会による多方面か
　らの学力充実

・生徒の習熟に応じたきめ細かな授
　業展開
・ＩＣＴ等の機器を活用した授業の
　実践
・部会・学年会・教科会の定例実施
　と連携
・適切な予習・復習指導
・課題の計画的配付

Ｂ

○自己肯定感を高める
　人間形成
○部活動の充実
○ボランティア活動の
　参加者率向上とボラ
　ンティア活動の機会
　の確保

・「できた」ことを「認める」指導
　を行う。
・地域や他の団体と連携し部活動の
　充実を図る。
・ボランティア同好会と連携し全校
　生徒へより多くのボランティア活
　動への積極的な呼びかけを行う。

Ａ

学び合い高め
合い支え合う
職員集団

○専門性・教科指導力
　の向上
○研究授業の積極的実
　践
○職員研修の計画的実
　施と内容の充実

・校外研修会への積極的参加
・ICT等機器を活用した研究授業の
　積極的実践
・放課後、長期休業中を活用し、計
　画的に職員研修を実施する。
・研修内容を精選し喫緊なものと継
　続的に必要な研修を実施し職員の
　資質向上を図る。

Ａ

●研修履歴記録が始まり、年間通し
て職員一人一人が主体的・積極的に
各種研修に参加し、個々の資質向上
に繋げることができた。
●研究授業の目標を設定することに
より、プラスワンの意識で臨むこと
ができた。
▲評価や教育課程等、要望を吸い上
げ精選した上で研修を実施してい
く。

１　学校教育目標

 「くまもとの教職員像」、「令和５年度(2023年度)県立中学校・高等学校における教育指導の重点」、「令和５年度(2023年度)学校安全・安心推進課
取組の方向」「令和５年度(2023年度)体育保健課取組の方向」、「令和５年度(2023年度)特別支援教育取組の方向」、「令和５年度(2023年度)人権教
育取組の方向」等を中心に据え、「認め、ほめ、励まし、伸ばす」教育の実践をとおして、社会を構成する一員としての必要な人間力【智・徳・体】
を身につけるために、克己精励する生徒の育成を目指す。

２　本年度の重点目標

成果（●）と課題（▲）

３　自己評価総括表

具体的方策 評価評価の観点

人間力、恕、
自律の育成

学校
経営

◇主体的に学
　び、学び合
　う人材育成

◇資質向上
◇職員研修の
　実施

●電子黒板やchromebookなどを活用
した授業が実践できている。
▲習熟度別の授業展開が十分にはで
きなかった。
▲学力の差が大きく、課題の取組状
況に差がある。生徒の実態に応じた
課題の計画を改善する必要がある。

●地域の中学生と連携して活動する
部活動が増え、充実した活動を送る
ことができた。
●本校主催のボランティア活動は例
年通り開催でき、生徒34人が参加し
た。
●ボランティア活動の参加者延べ人
数は114人で、参加者率は83.2％で
あった。(2月9日現在)
▲全校集会等での生徒指導や心の醸
成・人間力向上における講話が十分
ではなかった。

◇確かな学力
　の育成に基
　づくキャリ
　ア教育
　

評価項目
具体的目標



保護者（育友
会）との連
携・協力

○育友会総会や研修会
　・学校行事への保護
　者の参加を増やし、
　保護者の学校への関
　心を高める。（総会
　出席率８０％以上）

・育友会役員の積極的働きかけ、ク
　ラス担任の協力
・育友会新聞・学校新聞による育友
　会活動の広報
・地域行事への育友会の参加
・育友会総会等の企画・運営の検証
　と見直し

Ａ

業務改善・
働き方改革

○月の超過勤務時間
　年平均４５時間以上
　の職員数１０人以下
○年休取得日数
　平均１２日

・毎月の勤務状況や衛生推進委員会
　の協議内容を職員に周知し、個々
　の意識向上を高めるとともに業務
　の平準化を図る。
・時間外業務についての実施方法を
　見直すとともに、代休及び年休の
　取得を促す。

Ａ

○年に２回公開授業、
　研究授業を実施する
　アンケートを通じて
　指導力の向上を目指
　す。

・公開授業週間、研究授業の積極的
　な活用（各教科年１回以上の研究
　授業と合評会の実施）
・学校HP等を利用した公開授業週間
　の外部発信

Ａ

○生徒の学習意欲を高める
　授業を目指す。
○学校評価アンケートに
　おける生徒の肯定的評
　価７０％以上

・教科会を利用した授業研究
・ICT支援員との連携
・スーパーティーチャーの積極的活
　用
・授業評価アンケートを活用した授
　業改善

Ａ

基礎学力と学
習習慣

○家庭学習の習慣化を
　図る。
○学校評価アンケート
　における生徒の肯定
　的評価５０％以上

・家庭学習時間調査による生徒の実
　態把握とホームルーム等での周知
　と啓発
・１人１台端末を利用し、スタディ
　サプリ等を活用した課題の配信

Ｂ

読書習慣の育
成を通して、
豊かな教養と
人間性の涵養

○朝読書の徹底
○生徒が利用しやすい
　図書館にする。
○授業における図書館
　の活用
（各授業で積極的に図
　書館内の資料・情報
　を活用する）

・担任､副担任､生徒で朝読書に取リ
　組み､各学期に１度図書館での朝
　読書を行う。
・２ヶ月に１度図書館便りを発行し
　文化祭では展示を中心に積極的に
　広報活動を行う。
・生徒のリクエスト等による新刊の
　積極的入荷や栞コンクール等を企
　画し興味関心を高める
・教科の学習内容と連携した展示の
　工夫や関連書籍の購入を行う。

Ａ

○３か年を見通した進
　路指導計画を作成し
　確実に実践する。
○外部機関と連携し勤
　労観・職業観を醸成
　する。

・ライフプランニング、インターン
　シップ、企業見学、進路別講演会
　面接練習会、新社会人セミナー等
　を実施する。
・オープンキャンパスへの参加や大
　学出張講座、３年の進路決定者や
　卒業生による上級学校説明会等を
　実施する。

Ａ

●就職や進学に対応するために、外
部機関のガイダンスや職場体験ある
いは卒業生による上級学校説明会や
３年生の進路決定者説明会などを通
して、生徒の職業観・勤労観・進学
の目的意識などを高めることができ
た。

学校
経営

◇育友会活動
　の活性化

◇超過勤務時
　間の縮減及
　び年休取得
　日数の向上

●総会への出席率が82.6%となり目標
を達成することができた。
▲育友会主催の研修会・学校行事へ
の保護者参加が減少している。案内
について、早期の連絡や連絡方法に
ついて工夫が必要である。

◇キャリア教
　育体制の確
　立
◇勤労観・職
　業観の育成

●勤務状況報告及び衛生推進委員会
報告を運営委員会・職員会議で定期
的に行った。
●新たに助言指導及び保健指導対象
者に記録配付を行った。
●新たに全国労働安全衛生週間を本
校のノー残業週間に設定した。
●新たに月毎の部活動計画及び報告
を実施し、ガイドライン共有を行っ
た。
●月超過時間の年平均４５時間以上
は６．６人で昨年度を下回った。
●年休取得日数は４月～１月当初で
平均１２日となり目標を達成した。
▲年間通して複数の教員不足が続
き、職員には授業対応のみならず校
務上の負担も恒常的に生じた。

●１学期と２学期に公開授業週間を
設定し、２学期には研究授業週間を
設定することができた。目標の設定
や、新しいＩＣＴ活用の授業も有
り、授業力向上につながる取組と
なった。
●今年度から授業公開週間に併せて
部活動も公開した。
▲公開授業の様子をHPで発信するこ
とができたが、外部からの参観者増
には繋がらなかった。

●学校評価アンケートの、授業に対
する生徒の肯定的評価は８５％を越
えた。
▲今年度はスーパーティーチャーの
活用は実施できなかった。

▲家庭学習の取組状況に差があり、
学校評価アンケートにおける生徒の
肯定的評価も３３．３％であった。

●担任・副担任の協力の下、昨年度
よりも意欲的に朝読書に取り組むこ
とができ、落ち着いた雰囲気の中で
一日の教育活動を開始することがで
きた。図書館での朝読書は各学期で
計画的に行うことができ、たくさん
の図書に囲まれた環境の中で読書に
親しめた。
●生徒数が減少した影響で図書委員
も減りリーダーシップがとれる生徒
もいなくなった中で、図書館便り、
栞コンクール、読み聞かせ、百人一
首大会等様々な活動に積極的に取り
組むことができた。
▲文化祭では工夫を凝らした展示や
ブックカフェ等で広報活動を行った
が、来館者数が少なかった。

◇研究授業、
　授業公開

◇指導力の向
　上
◇授業評価と
　授業改善

◇家庭学習の
　習慣化

◇図書館を活
　用した人材
　育成
◇情報リテラ
　シーの向上

系統的キャリ
ア教育

学力
向上

キャ
リア
教育
（進
路指
導）

授業の充実、
分かる授業



○生徒一人一人の希望
　や適性に応じた進路
　指導を行う。
○基礎的・応用的な学
　力を測るために模擬
　試験等を活用する。

・キャリアパスポート等を活用し、
　自己理解を深め進路決定へと繋げ
　る。
・基礎的・応用的な学力の定着を把
　握するための模擬試験（外部機関
　・校内作成）を実施し、それに関
　連する課題に取り組ませたり分析
　会を実施したりするなど、学年や
　教科と連携した指導を行う。

Ａ

○幅広い進路に対応で
　きるように基礎的・
　応用的な学力を身に
　つけさせる。
○職員研修を実施し、
　進路指導の実践力を
　向上させる。

・面接指導や作文・小論文指導など
　生徒の進路希望に応じた個別指導
　を行う。
・面接指導，模擬試験，課外授業な
　どを定期的に実施する。
・入試情報や就職状況を理解し、進
　路指導に活かす。

Ａ

○３年生の進路決定
　100％を目指す。
〇縦断的・横断的に
　生徒の進路希望
　状況を共有する。

・学年所属職員やキャリアサポー
　ター等の助言を受ける事で生徒
　の進路意識を高める。
・生徒との個人面談等を充実させ
　て理解を深めることで、生徒の
　適性を把握し、各生徒の進路希
　望先に応じた適切なアドバイス
　を行う。
・進路に関する情報を学校全体で
　共有するだけでなく、適宜生徒
　・保護者に提供する。

Ａ

○語先後礼を定着させ
　る。
○全５回の整容指導を
　行い、１回以上不合
　格者０を達成する。

・進路指導部と連携し面接指導等に
　つながるよう指導していく。
・前回の整容指導の結果や次回の実
　施日を生徒へ周知し、目標の達成
　を意識付けする。

Ｂ

○特別指導、いじめ、
　交通事故・違反、
　貴重品の盗難等の
　件数を５件以内と
　する。

・定期的な登校指導を行う。
・集会等で積極的に生徒指導部から
　注意喚起を行う。
・問題が起きた際に、迅速な初期対
　応ができるよう、普段から生徒指
　導部職員間の連携をとる。

Ｂ

生徒会活動の
充実

○生徒会主催の行事等
　において生徒が自発
　的にアイデアを出し
　企画・運営を行う。

・クロムブックで全校生徒へアン
　ケートをとり、より多くの生徒
　の意見が反映されるようにする。

Ａ

同和問題を中
心とした様々
な人権問題の
理解

○部落差別（同和問題
　）をはじめとする様
　々な人権問題につい
　て学習して理解を深
　め、生徒が主体的に
　問題解決に取り組む
　姿勢を育む。
○学校評価の保護者ア
　ンケートで肯定的評
　価80％以上目指す。

・ＬＨＲ指導案について人権教育推
　進委員会で内容を検討し、各学年
　単位で学習指導案を作成する。
・実施後に生徒アンケートや学年会
　で振り返りを行い課題を見直すこ
　とで、次回の実施に繋げる。
・人権教育に関する生徒の積極的な
　取組の様子を学校新聞やホームペ
　ージを活用して地域や家庭、生徒
　に積極的に発信する。

Ａ

●授業時の整容指導と挨拶につい
て、全職員で共有して取り組むこと
ができた。
●「上天草バザール」に際し集会で
礼節や接客マナーを学ぶ機会を設け
実践した。行事後も生徒アンケート
で接遇やその効果について振り返る
事ができた。
▲毎回の整容指導で該当する生徒が
おり改善が見られないケースがあっ
た。

●問題行動が生じた際、関係職員と
連携して適切に対応することができ
た。
▲登校時間に間に合わない生徒が固
定化し改善できていない状況があ
る。

●キャリアパスポートを活用し、定
期的に目標を立て、その振り返りを
行うことで、進路意識の維持・高揚
を図ることができた。
●学びの基礎診断・進研模試・スタ
ディサプリなどの模擬試験を利用
し、各進路先で求められる学力を客
観的に計測し、次の目標設定に活用
することができた。
●職員一人一人に模擬試験の結果を
見ることができるアプリが行き渡っ
たことに加え、共通テストや進学指
導関係の新規研修を企画することが
できた。

●３年生においては面接指導・小論
文指導を職員で分担して行うことが
できた。「職員研修・進路雑誌・進
路だより」などを通して進路情報を
伝えることができた。
▲進路情報を伝える時間が不足する
ため、学年団や担任の裁量任せに
なっており、指導に差が生じてい
る。

●３年生においては３学年団とキャ
リアサポーター間で情報を共有し、
指導にあたることができた。
●各学年キャリアサポーターからの
講話を通して、進路意識の高揚を測
ることができた。
●各学年の生徒の進路希望状況につ
いて毎学期学年団に提供することが
できた。

●chromebookを用いたアンケートや
反省集約などで、生徒の意見を多く
吸い上げ、今後の材とすることがで
きた。
●生徒会が主体的に文化祭の企画・
運営に取り組み食バザーを復活させ
る等、感染対策は継続しながらも創
意工夫した学校行事を実施できた。

●ホームページ、マチコミメールを
活用し、ＬＨＲや人権教育の活動の
様子を発信することができた。
●校内での人権教育の取り組みの様
子を発信できたこともあり、学校評
価の保護者アンケートで８０％以上
の肯定的評価を得ることができた。
▲差別を許さない心を更に高めるた
めにも、実際の場面に直面した際、
正しい判断と具体的な行動ができる
よう今後も継続して啓発を行う必要
がある。
▲各学期の人権ＬＨＲ計画を学年会
に出すのが少々遅れ気味であった。

◇学年に応じ
　た進路指導

◇基本的生活
　習慣の確立
　と社会人の
　基礎となる
　整容指導

◇各種法令・
　法規に基づ
　いた指導の
　徹底

◇自発的な生
　徒会執行部
　の活動

◇同和問題学
　習ＬＨＲ

◇様々な人権
　問題学習

◇差別を見抜
　き、差別を
　許さない人
　間の育成

◇３年間の系
　統的指導

系統的キャリ
ア教育

進路意識の
向上

生徒の
規範意識

キャ
リア
教育
（進
路指
導）

生徒
指導

◇面談
（進路相談）
　の充実

人権
教育
の

推進



職員の人権感
覚の醸成

○校外研修へ積極的に
　参加する。
○熊本県人権教育・啓
　発基本計画（第４次
　改訂版）による重要
　課題14項目中心に身
　近に起こっている人
　権問題についての職
　員研修を実施する。

・同和問題を中心に据えた職員研修
　の実施。
・校外研修について継続的に呼びか
　けを行い、職員の主体的・積極的
　参加を促す。
・法律の専門家を招聘して研修を実
　施することで、職員の指導力の向
　上を図る。
・熊本県教育委員会作成の人権教育
　推進資料を積極的に活用する。

Ａ

命を大切にす
る心を育む指
導

○すべての教員が学習
　活動をとおし「命を
　大切にする心」を育
　む指導を行う。
○行事等に、生徒が自
　尊感情を高め自己実
　現を図るための在り
　方生き方について学
　ぶ視点を入れる。

・標語やポスターの作成に全校生徒
　で取り組むことで自他の命を大切
　にする心を育む。
・各々の教科指導において関連する
　学習内容を確認し、年間を通じ人
　権感覚の向上を意識した学習指導
　を行う。
・福祉実習やボランティア活動、地
　域貢献活動等を通し生命、自然、
　地域に対する敬愛の念を高める。

Ａ

いじめの早期
発見、相談体
制

○スクールサインの有
　効活用
○いじめの兆候につい
　て早期段階での実態
　把握と組織的対応を
　行う。
○相談体制の充実

・スクールサインやアンケート結果
　を共有し、迅速に対応する。
・情報集約担当者による職員研修を
　実施しいじめの定義やアプローチ
　法についての共通理解を図る。
・生徒指導部や保健環境部、必要に
　応じてＳＣ、ＳＳＷ、警察等の各
　機関と連携し、きめ細やかな対応
　を図る。

Ａ

いじめをなく
す取組

○「いじめ防止」につ
　いて、生徒会の主体
　的活動と共に、学校
　全体で啓発に向けて
　の取組を実施する。
○いじめ問題対策委員
　会の充実

・「心のきずなを深める」ためのポ
　スターや標語を生徒会で呼びかけ
　いじめを許さない学校・学級を目
　指す。
・「いじめ防止全校集会」の実施
・スクールロイヤー等各分野の専門
　家の活用。
・「心のアンケート」年３回の実施
・いじめ解消率１００％

Ａ

○新しい生活様式に則
　した感染予防対策の
　取組
○健康教育の充実
○健康診断結果の活用

・手洗い・換気・健康観察を継続し
　て行えるよう指導する。
・生徒を対象とした薬物乱用防止教
　育、性教育の講演会を実施する。
・健康診断後受診が済んでいない生
　徒の個別指導・健康診断の結果分
　析を学校保健委員会等で紹介し、
　日常の個別指導にも生かす。

Ａ

●「心のアンケート」やいじめ問題
対策委員会の報告を職員会議で行
い、全職員で情報共有を行った。ア
ンケートから浮かび上がってきた現
状や課題についても全職員で考える
ことができた
●「いじめ予防授業」では弁護士を
招聘し「心のアンケート」から見え
た本校の現状と課題を含めた内容を
学んだ。
▲「心のアンケート」ではいじめを
訴えていないが気になる回答もあっ
たため、丁寧な説明や質問の読み上
げ等、実施に際して工夫を行う必要
がある。

●生徒保健委員を中心に健康観察や
感染症予防に取り組むことができ
た。
●薬物乱用防止、思春期教育講演会
を全学年対象に実施し、自分と周囲
の健康生活について振り返る機会と
なった。
●健康診断後には、個別に結果を通
知し歯科受診が進んでいる。今年度
は裸眼視力測定も行い、個別指導を
実施した。

●熊本県人権教育・啓発基本計画
（第４次改訂版）による重要課題１
４項目のうち約半分について研修や
授業で取り上げ、職員や生徒の人権
感覚を向上させることができた。
●朝会要項やマチコミメールを活用
することにより全職員や保護者に研
修案内をすることができた。
▲年間を通して職員・保護者へ研修
案内を行ったが次年度はすぐーる等
を活用し保護者広報を行っていきた
い。

◇いじめ防止
　関連の各種
　行事等の実
　施

◇保健指導

◇職員研修を
　通して知識
　を理解する
　とともに人
　権感覚を養
　う
　

◇自他の生命
　を尊び、大
　切にしてい
　こうとする
　態度の養成
◇自らの在り
　方生き方を
　学ぶととも
　に、夢や目
　標を持ちそ
　の実現に向
　けて努力す
　る態度の育
　成を図る。

 
◇職員の危機
　管理意識の
　高揚

●生徒作成の標語やポスターをホー
ムページに掲載したり常時校内掲示
することで開かれた啓発を行うこと
ができた。
●上天草バザールや福祉実習、ボラ
ンティア活動等の地域行事に参加し
たり検定等に挑戦したりすることで
自己肯定感を高め、更なる目標を持
ちその実現に向けて努力する態度の
涵養ができた。
▲今後は生徒指導部や教育相談との
連携で「命を大切にする講演会」等
も見当していきたい。

●スクールサインは４月当初に集会
を行い１００％に近い生徒の登録が
できた。
●「いじめ問題対策委員会」の定期
的な実施とＳＣからのアドバイス等
の共有で、組織として対応する体制
を強化することができた。
●情報集約担当者による職員研修も
含めいじめ問題に特化した職員研修
の機会を５回設けいじめの定義やア
プローチ法について共通理解を図る
ことができた。
●長期休暇等に際し、配付物やマチ
コミメール等で相談窓口を案内し、
切れ目のない支援体制を保持した。
▲「心のアンケート」の質問「クラ
スはいじめを許さない雰囲気がある
か」では「わからない」という回答
も目立った。日頃の指導や投げかけ
が充分に伝わっていないことも考え
られるため職員の危機管理意識を更
に高める事が必須である。
▲「いじめ」は犯罪であるという意
識で生徒指導部から生徒へ発信して
いく機会も増やしていきたい。

保健教育の
充実

保健
安全

いじ
めの
防止
等

人権
教育
の

推進



○組織的な支援の充実

・保健室来室状況の記録分析
・担任、特別支援教育コーディネー
　ター、教育相談担当、スクールカ
　ウンセラーとの生徒情報の共有
・外部の専門機関との連携
・保護者との積極的な情報共有

Ａ

環境教育

〇安全・安心な環境整
　備
〇掃除用具の整理・整
　頓
〇節電に向けた取組

・施設・備品の消毒
・消毒薬等衛生用品の管理
・各学期、安全点検の実施
・保健環境委員会による掃除用具の
　点検
・年２回、エアコンフィルターの掃
　除、校内美化コンクール
・毎月の電力消費量を調べて発表し
　節電を呼びかける

Ａ

○不祥事防止職員研修
　や不祥事の具体的な
　事例紹介によって、
　常に危機管理に対
　する意識を保持す
　る。
○職員同士が連携し
　た事件・事故への
　適切な対応

・危機管理マニュアルの改善・整
　備。
・不祥事事例をもとにした職員研
　修の実施
・事件、事故、不祥事の事例が発
　生した場合、その都度全職員に
　紹介し、職員の行動の振り返り
　や注意喚起を行う。

Ａ

○自然災害に対する危
　機意識の向上と訓練
　の実施
○災害時の生徒の引き
　渡し方法を生徒・保
　護者に周知する。

・自然災害を想定した避難訓練の実
　施
・保護者者向けマチコミメールの定
　着
・学校ホームページの活用

Ａ

生徒理解の
充実

○生徒理解研修をとお
　し共通理解を図る。
○個別の教育支援計画
　及び個別の指導計画
　の作成、活用

・気になる生徒について、担任及び
　授業担当者等からの情報収集
・特別支援教育・教育相談委員会、
　教科担当者間での回覧による、
　諸計画の検討
・特別支援教育コーディネーター
　による保護者面談の実施
・スクールカウンセラーによる相
　談活動の推進

Ａ

外部との連携

○小・中学校や地域の
　高校、支援学校との
　情報交換
○関係機関にいつでも
　相談できる
　体制づくり。

・地域の研修や情報交換の場への積
　極的参加、情報収集
・他の高校からの積極的な情報収集
・入学前中学校訪問の実施
・支援策についての助言を得る等、
　関係機関の積極的活用

Ａ

●「生徒自身に考えさせる避難訓
練」を実施することができた。ま
た、防災意識の向上を目的とした取
り組みとして、非常時に使える防災
道具の紹介を文化祭で展示すること
ができた。
●防災通信を発行し意識高揚を図っ
た。
▲年度当初の津波避難訓練は雨天の
ため簡易的なものとなった。学年を
限定した計画であるため、全生徒・
職員への共通理解を図ることができ
なかった。

●機に応じて生徒理解研修を複数回
実施し職員全体で課題共有を図っ
た。
●気になる生徒について定期的に学
年部・保健環境部で情報交換し、個
別の支援計画及び個別の指導計画を
もとに実情に応じた支援の形を検討
した。
●ＳＣ面談やＳＳＷとのケース会議
等を重ね連携して生徒支援に当たっ
た。
●特別支援教育コーディネーターと
保護者の関係作りを進め、保護者の
意思と学校での支援の方向性を調整
した。
▲困り感のある生徒について、組織
的な支援を行うための面談等が今後
も継続して必要である。

◇自然災害に
　対する対策
　の確立

◇生徒一人一
　人の教育的
　ニーズを把
　握した支援
　体制の整備

◇生徒一人一
　人の教育的
　ニーズに応
　じた支援策
　の検討

●近隣の小中学校や巡回相談職員と
の交流に積極的に参加し、意見交換
や支援策についての助言を得ること
ができた。
●生徒の抱える課題に応じた様々な
研修に積極的に参加し、個々の専門
的知見の向上に努めた。
▲ＳＣやＳＳＷを活用して、家庭と
繋がり支援を進めるよう心掛けた
が、状況の改善が難しいケースも
あった。

◇心身の健康
　問題を抱え
　る生徒への
　支援

◇学校版環境
　ＩＳＯの取
　組

●危機管理マニュアルについては
様々な事案を網羅した内容での大幅
改訂を進めている最中である。
●不祥事防止について様々な機会を
活用して９回の啓発と情報共有を
行った。
●リスクマネジメントのため、ジャ
ンルや機会、実施形式等を検討しな
がら研修を進めることができた。

●外部専門機関との連携を心がけ必
要な生徒の支援や対応を行うことが
できた。
●適宜、保護者との情報共有が必要
なケースについては連絡ノートを作
成し、連絡を密に図った。
▲支援に繋げるかどうかの段階の生
徒について拾い上げることが難し
く、部会等で様々な方策を検討中で
ある。

●法令に基づき安全点検を実施し、
校内点検の結果をもとに現状を把握
した。速やかに対応できるものに対
しては事務部と協力し対応した。
●掃除用具を点検し、必要な数量の
確認、補充を行った。適正な清掃活
動に取り組むことができた。
●委員会の活動で電力消費量を調べ
たことで、節電に対する意識が高
まった。
▲上半期は放課後の電気機器の消し
忘れが多く報告された。教室内常設
の機器が増加しているので、今後も
節電や管理については継続して徹底
していきたい。

◇職員の危機
　対応能力の
　向上

特別
支援
教育

保健教育の
充実

危機管理体制

保健
安全



地域
連携
（コ

ミュニ
ティ・
スクー
ルな
ど）

地域との連携
・協力

○地域や中学校への情
　報提供と交流に努め
　本校教育への理解と
　協力を得る。
（保護者アンケートに
　よる肯定的評価80％
　以上）

・小中学校との交流（合同部活動・
　職員間交流等）の実施
・情報発信ツール（ホームページ・
　ＳＮＳ）の整備・運用
・市内小中学校における本校広報掲
　示板の活用及び生徒職員に対する
　広報チラシの作成と配付。
・地域連携対策事業（学校運営協議
　会）の実施（年２回）

Ａ

県教
委指
定事
業の
推進

探究的な学び
を通して、持
続可能な地域
社会づくりに
貢献する人材
の育成

〇クリエイトハイスク
　ールへの取組の効果
　の検証及び改善
〇地域や大学等の研究
　機関及び中学生との
　連携強化
〇「聞く」「話す」「
　表現する」プロジェ
　クトの取組の推進

・授業実施のＰＤＣＡサイクルを確立する。
・中高の連携強化のために、市内各中学
　校へのエキスパート生徒派遣や上天草
　バザールでの販売スペースの提供。
・生徒と地域有識者や大学及び研究機関
　とのマッチング作業の実施。
・活動の基本方針を明確にし、各教科で
　工夫できる環境をつくる。

Ａ

令和５年度に開催した２度の学校運営協議会並びに学校関係者評価委員会での意見を踏まえ、クリエイトハイスクールの取組を本校教育活動の中心に据えながら、
次年度の課題として、次のように取り組む。
（１）学校の現状と実態に応じた学校のグランドデザインの再構築を図る。
（２）学校の取組について、全国規模で継続した情報発信を行い、本校の教育活動の魅力発信を充実させる。
　　①校務分掌に「企画広報部」を新設し、重点的に生徒募集と広報活動を行い「地域みらい留学」の準備を進める。
　　②「上天草バザール」を魅力発信の最大の機会と捉え、運営母体を学科から実行委員会に移行させ組織的リニューアルを図る。
　　③公開授業週間に部活動公開も行い、管内中学校関係や保護者にも本校の取組等を広く周知する。
（３）クリエイトハイスクール事業の継続した取組
　　①「上天草プロジェクト（総探）検討委員会」を新設し、ＰＤＣＡを意識した起業家教育とキャリア教育を強化する。
　　②福祉科や情報会計科の効果的な取組で生徒個々の所属感・達成感を高め、魅力発信に繋げる。
　　③グローカル文理コースの独自性ある取組を強化し、更なる魅力発信を行う。
（３）新時代に対応した体制の構築
　　①「校務DX検討委員会」を新設し、新施策や教育課題に対応した実働組織とする。
　　②生徒対象の「情報モラルガイドブック（仮称）」と職員対象の「情報関係規定（仮称）」を作成し、情報リテラシーを強化する。

４　学校関係者評価

◎第１回学校運営協議会並びに学校関係者評価委員会でのご意見（R5.6.29開催）
（１）生徒募集の取組
　　・通学を支える交通手段と下宿の継続検討。　　　　          　　　　　　　　　　　　→地域みらい留学申請【10月】
（２）福祉科の魅力化
　　・先進校訪問の提案。   　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 →県教委と訪問（周防大島HS・龍野北HS）・オンライン（置戸HS）【8・9月】
（３）起業家教育／地域興隆と人材育成への期待  　　　　　    　　　　　　　　　　　→ビジネスグランプリ「学校賞」受賞【12月】
（４）「かみあま塾」
　　・公務員塾から合格者の輩出へ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　→上天草市２名合格【11月】
　　・英語塾からインバウンドに対応した人材育成への期待
（５）中高連携／地元中学校との情報交換会の要望　　                             　    →管内中学校５校校長で情報交換会実施【12月】
（６）ウエイトリフティング部／部活動支援と育成環境の充実　   　　　　　　　　　　→ウエイトリフティング部練習場床工事【1月】
（７）学校負担感／多様な活動の拡大に伴う負担増への懸念。
（８）市民と一体となったボランティア等への取組の充実。 　　　　　　　　　　　     →2月時点で83％、昨年より参加者増加。【2月】
 
◎第２回学校運営協議会並びに学校関係者評価委員会でのご意見（R5.2.19開催）
（１）生徒募集の取組と効果　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  →出願者20名増加
　　・学校評価目標「広報活動の充実」による生徒増への好評価。
　　・高校への根強いネガティブイメージが払拭されてきている現状評価。
　　・上級学校進学等の目的意識を持った本校受検者の増加。
　　・県外及び他所入学者のための住宅確保は急務。　　　　　　　　　　　　　　　  →地域みらい留学契約申請【2月】
（２）福祉科の魅力化
　　・魅力発信の継続と、小中学生からの福祉教育や連携・働きかけの検討。  →R6小学校対象ＵD-ｅスポーツ交流及び中学校体験授業へ
　　・福祉科における高卒者も入れる専攻コースの提案。
　　・「独居老人宅訪問」への本校生の参加要望。
（３）起業家教育／「空き家対策」に関する生徒との意見交換要望。 　　　　　    →R6上天草プロジェクト（総探）まちづくりゼミへ
（４）「かみあま塾」
　　・イタリア人地域起こし協力隊と英語塾とのコラボ企画要望。
（５）中高連携／共同行事の年間計画作成要請。
（６）ウエイトリフティング部／全国レベルの活躍に見合った環境整備提案。
（７）学校負担感／教員不足対応策としてデジタル機器活用による負担軽減の検討。

５　総合評価
　学校評価における評価項目のうち、「よくできている」とするＡ評価は全３０項目中２６項目と約９割だった。今年度は新型コロナウイルス感染症が５類となったことで
様々な行事が通常開催となった。生徒数減の中、地域の期待に応えるべく様々な広報手段を用いながら再構築を行い、結果としては各方面より高い評価を得た一方
で、立て続く行事とマンパワー不足に現場への負担は拭えない大きな課題となった。総括的に見て本年度の学校目標は概ね達成されたものの、学校運営が計画と実
施(PD)に偏らず、その後の検証と再構築の高スパイラルとなるような思い切った創意工夫が必要な時が来ていると言える。今年度も昨年に引き続きクリエイトハイス
クール事業にも積極的に取り組むことができ、特に福祉科においては多方面にわたる新たな活動が展開できた。地元自治体、地場企業に日々有形無形の支援を受
けながら生徒の学びを継続できたことは、生徒の自信や安心感だけでなく地域の信頼にも繋がっていると言える。

６　次年度への課題・改善方策

●学校単位の取組が認められ、ビジ
ネスプラングランプリで「学校賞」
を受賞した。
●地元企業や地元の行政機関との連
携強化を進め、年間を通して「総合
的な探究の時間」での生徒の校外学
習の充実を図ることができた。
●福祉科の「OneTeamProject」では
矢部高校に加え、新たに支援学校と
の連携を深めることができた。
▲生徒と地域有識者や大学及び研究
機関とのマッチング作業を実施した
が、実効性が伴っておらず、効果的
でなかった。

◇地域や小・
　中学校との
　連携の強化
　と情報の共
　有

●運動部の交流では中高合同練習や
公式戦への出場等を継続して行うこ
とができた。小学校への読み聞かせ
や福祉科の体験学習なども実施する
ことができた。
●管内全中学生及び職員に向けた広
報チラシを２か月に１回作成し、配
付・広報することができた。
●サッカー部や福祉科の独自の広報
チラシを作成し活用することができ
た。
●福祉科の「介護REBORNプロジェク
ト」を実施し、くまモン隊長の協力
を得て広報に繋げることができた。
●情報会計科の「ミステリートレ
ジャーアイランド」で地域活性化の
企画を実施することができた。
●学校行事や部活動、各課の取組に
ついてホームページやＳＮＳの更新
を定期的に行うことができた。
（１日平均アクセス数150）

◇地域人材育
　成のカリキ
　ュラムの完
　成と支援組
　織の自走
◇教科横断の
　分析力・思
　考力の育成


